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議事に先立ち、会議資料（最終ページ参照）に2点（資料08・09）が追加された。　
議事の順に関し、出席者の所用による時間的調整の関係上、議事１.の次に当初の議事３・６・７を先に行う旨、河野リーダーが説明した。
４．議事概要　
４－１．第２回国際連携タスクフォース会議議事録確認　
・第２回国際連携タスクフォース議事録（国際連携2014-3-02）の内容を確認した。
４－２．ベトナム進出日系企業訪問調査報告　
・ベトナム進出日系企業訪問調査報告に関し、資料（国際連携2014-3-07）により全体的な報告を事務局が行い、調査参加者がそれぞれ各報告を行った。
・訪問調査（参加者8名）は、2014年11月30日～12月7日の間に、ベトナム進出の日系現地法人を訪問し、現地および国際サプライチェーンにおける取引文化の違いによる課題とITによる解決支援ニーズにつき、実態を知るべくヒアリングを行い、SIPSが日本国内で進めている国際標準に基づく業界横断EDI仕様が、いずれアジア地域においても導入可能で且つ役立つものになるのかを見通すことを目的として、行った。　
・資料2ページ「IV.現地企業調査総括 － ⑴ベトナムの国情、⑵インフラ整備状況、⑶ビジネス環境、⑷EDI事情」は、参加の方々の報告原案を総括したものである。
・ホーチミン市の日本アジアビジネス協会（日本の一般社団法人で、現地駐在所はベトナム、カンボジア、ミャンマー、北京、上海にある）では、ベトナムにおけるビジネスの一般事情に関しヒアリングを行った（資料3-07の５～6ページ（2））。
・ホーチミン市のトランスコスモス・テクノロジックアート社では、ベトナムにおけるITビジネス、特にオフショア開発の一般事情に関しヒアリングを行った（資料3-07の6ページ （2））。　
・（個々の訪問調査内容はお読み頂き、）主観的・非客観的に全体的にまとめた説明を、前年度に訪問調査したタイとも比較の上、行う。ベトナムは地理的に南北に細長く、南と北では風俗･習慣が違い、ビジネスの仕方も分けて考えなければいけないようである。商業・サービスは南側が発達し、工業・金融・政策面は北側が発達している。南北間で地域差意識がある一方、対外的には国全体で中国と対立している。
・タイでは街全体を開発して行き東京のような都心部があるが、ベトナムでは都市の１区画が小さく、道幅も広くない。タイでは都市全体の計画的な開発があるが、ベトナムではまだ見られない。
・ベトナム人は若い世代でも土地にこだわり、移転を好まず、1兆円の新幹線敷設案が頓挫したのは土地の収用が出来なかったためという。都市化がし難いようである。ベトナムでは、第1・2次産業が多く、発展のスピードはタイに比べ遅いようである。
・工場等の施設をベトナムに作るのは良さそうだが、ビジネスとITを考えるのは当面難しいのではないか、という気がした。
・ベトナム人は勤勉で、福利厚生や従業員の待遇等を良くすると、あまり転職はせず、ITの勉強にも頑張れる。ITをビジネスにするにはタイと思うが、タイ人は昇進等を得ても転職することがしばしばあることを考えると、大きなビジネスとしてはベトナムにITの企業を設立し、そこからオフショアでタイに人を送込むという方式が、今後のビジネスチャンスではないか。

・ベトナムのインフラ関係は弱く、センターを建て、そこでEDIをベースにビジネスをというまでには、時間が掛ると思われる。

・同報告に関し、以下の質疑応答があった。：

－ファックスの使用状況は、どのようであったか。
－ファックス使用の程度を確認したかったが、出来なかった。やり取りは殆どがメールで行われている。商取引における電話と紙がどのようであるかについては、確認出来なかった。
－ADSLは普及しているのだろうか。

－殆どがADSLである。ただし、B2Bも基本はメールによるようである。
－海外とのインターネットは線が少なく、速度が遅い。国際回線の海底ケーブルを1社が押えていて、それが切れるとバックアップ回線がベトナムの南から香港、中国と回り、海外へ出るということであった。回線が切れると全て速度が落ちるのは、バックアップ回線が原因らしい。

－日本企業とのやり取りは、インターネット回線のそうした状況下、どのようであったか。
－切れると仕事にならないと言うことであった。
－電力事情は良くなく、工業団地以外の所は、週に３回位半日から１日の停電があるそうで、計画停電では事前に自家電源を回し準備するということであった。
・100~150ccのオートバイの価格は日本と変らず、その数は4000万台あるそうで、人口8000万人のうち成人の殆どが持っていることになる。その維持費に、所得から結構な額が使われているのではと思われる。
・物流関係のレベルだが､工業団地から港まで新たな高速道路建設が計画されているが､ハノイ－ホーチミンの間にある各市街を繋ぐ道路は一部舗装されていない。
・ロジスティックスの改革がかなり必要であろう。各都市および都市間の交通網を整備しないと、ビジネスが付いて来ることが難しい。
・人々が懸命に誠実に仕事を果たそうとする面や、日本人に対して敬意や信頼を持っている面は、大切にするべきと思う。
・同報告に関し、以下の意見交換および質疑応答があった。： 
－先程のファックスの件だが、日本であると、有線の電話が発達しているが、ベトナムでは有線が発達していないで、いきなり携帯電話、スマホの世界になっているため、電子メールが主流になっているのかと思われる｡
－ファックス機自体が無いということだろうか。

－ファックスの前の、固定電話そのものが普及していないということである｡インドネシアでも固定電話が20数％で、ファックス使用の普及は無理であろう。
・ホーチミン市郊外のサッポロビール工場（資料3-07の7～9ページ（3））では、ベトナム進出の理由、工場の概要、販売状況、流通形態、受注状況、設備のメンテナンス等に関し聞き取りを行い、工場の見学も行った。
・ビール販売の激戦区に進出してまだ間もなく、シェアも少ない。ベトナムは若い人が多く、所得も年々上がっており、将来を見込めよう。受注は総体的に紙ベースで、メールでの発注も多い。ブランド名はSapporoで販売しているが、日系企業が景品として使うことが多く、当該企業のパッケージに貼換えたりする。

・フジクラ訪問報告（資料3-07の10・11ページ（4)）およびイオン･モール訪問報告（資料3-07の12～14ページ（5)）は、各報告者の今回当会議出席が叶わないため、席上説明は割愛した。
・ホーチミン市近郊のバリバス工場（釣り具の日本メーカー モーリス㈱の製造拠点）（資料3-07の15～16ページ（6））は、従業員約100名のベトナム女性により手工業生産を行っている(日本人社長のみが男性）。主原料は日本から輸入し､殆どを日本に輸出している。一部、現地での釣り具や釣ウェアーの販売も行っている。
・従業員の採用・配置や、従業員への対応等は、現地従業員を尊重し、且つ適度の緊張感を保つ仕組みにしている。

・ベトナムにおける賄賂事情については､アーネスト＆ヤング社とホーチミン市内で話し合った（資料3-07の16ページ（7））。
・少額の袖の下、接待、贈答品等はベトナムでは賄賂とは考えられていない。手数料に類する扱いであり、役所の関係者皆で分配するらしい。ただし、多額な賄賂は、国際社会の問題にもなりかねない。
・ハノイおよび郊外の現地企業訪問調査に関し、下記の各報告を調査参加者がそれぞれ行った。
・NTTデータベトナム（資料3-07の17～20ページ（1））は、全社員200人程度でエンジニアはほぼベトナム人。現在はSIよりもパッケージでのソリューション提供を主に行い、日本向けのオフショアも行っている。
・ベトナムでのEDI利用はあまり聞かず、独自フォーマットを決めて繋ぐ。販売代理店は小規模でありEDI導入の見込みは少ないと思われる。
・NTTデータベトナムのソリューションパッケージL-series(ロジスティクスのソリューション)を導入したエースコック社の事例（在庫－販売－営業支援－分析－貨物追跡－輸送管理－地図－通関）の紹介を受けた。メーカー販売形態には、ベトナム独特の慣習等もある。
・ベトナムのユーザー企業は、保証と保守の区別や、保守に費用が掛かること等に関し、認識が乏しい面がある。
・NTTベトナム訪問報告（資料3-07の20～23ページ（2)）は、報告者の今回当会議参加が叶わないため、席上説明は割愛した。
・NTTコミュニケーションズベトナム（資料3-07の37～40ページ（8））は、ホーチミンに本社が、ハノイ、野村ハイフォン工業団地、第二タンロン工業団地、ホーチミンの工業団地内に各支店があり、全社員130人(内5～15日本人) である。
・国際のICT連携をメインとし、まだ外国企業には通信ライセンスは許されていないためVNPTとの協業であるが、実際の設備はコミュニケーションズが提供している。
・情報集約の流れは、以前はベトナムでは通信インフラが不充分だったが、東南アジアの中でも上位に上がって来つつあり、人手が必要で、且つ多様な情報を集める目的で､ベトナムを選択する企業が多くなった。ただ、タイ・シンガポール・マレーシアと比べると、拠点としてはまだ及ばない。
・NTTコミュニケーションズベトナムとしては、SIは出来ればパッケージで導入する流れにしている。EDIを目的とする案件は殆ど無いが、EDIを行おうとしているシステムのインフラ部分は提供経験がある。ただ、ハノイではなくホーチミンの流通系の方が多い。　
・国際ネットワークの海底通信ケーブルは、ベトナムでは中部と南部の間から出ている3本で、ハノイでケーブルが切れた場合は中国を回る北のルートを使いアクセスを行うが、ホーチミンでは南のマレーシアまで回ってアクセスを行う。そのため遅延を感じやすい。　
・ベト・チュアン社（資料3-07の26～30ページ（4））は、日系企業ではなくベトナムのローカル企業であるが、日系企業のみと取引を実施している。小島プレス工業㈱のグループ企業の取引先候補である。
・ベト・チュアン社は、製造設備も材料も全て日本のもので、現在行っている金型製造だけでなく、成型部品を製造・出荷していきたい意向である。
・受発注は、ベトナム国内は各社専用フォームの紙で、海外とはメールで行っている。請求書も、国内はメールで送り後日、原本（発注者固有フォーム）を郵送、海外はメールのみで送る。今後、成型部品製造等が加わり､日本で使う部品にとどまらずベトナム国内企業との取引を始めることになれば、EDI活用の可能性が見込まれよう。
・タンロン工業団地（第一と第二があり第一を訪問）（資料3-07の32～36ページ（6））は、住友商事の約60～80％出資によっている。
・電力・通信のインフラから通関施設、消防、警察等の公共機関、食堂等福利厚生関連施設を保有し、従業員の雇用、教育を人材育成センターと協力し実施する等、フルサービスの企業工業団地であり、進出企業にとり本業に専念できる環境が整っている。
・ベトナムでは法律がしばしば変更になる。工業団地としてそういう情報を入手し、入居企業に提供している。
・水力発電所から直接高電圧の電力（11万ボルト）の供給を受け、団地内の変電所で変電（２万ボルト）して入居企業に供給している。団地内では電力ケーブルを地下埋設し、停電事故を低減化。
・工業団地内にITサービス企業が入っているが、日本の本社からの支援が少なく、入居企業は個々に苦労しているようである。
・ドラゴン・ロジスティックス社（（資料3-07の36～37ページ（7））は、タンロン工業団地内に在り、住友商事、鈴与、ベトナム企業（VINAFCO、HANEL）が出資し1996年に設立した合弁企業で、資本金400万米ドル､従業員756名（日本人：10名）。工業団地と物流サービスはセットである。
・ベトナム内の陸路郵送をはじめ、保税倉庫を持ち輸出入のロジスティックスサービスを行っている。
・V-NACCSを使う際には、パイロット企業として使った。V-NACCSは、立上がり期にトラブったが、今はうまく回っている。V-NACCSとベトナム政府内システム（旧税関システム等）との連携部分に問題が残されているようだ。

４－３．国際ネットワーク相互運用性のテーマについて　
・国際ネットワーク相互運用性検討の活動状況を、資料（国際連携 2014-3-04）により同相互運用性検討リーダーが主要点について報告を行った｡
・グローバルメッセージング基盤構築時に必要とされる下記３要件をそれぞれ担当する３チームにより、資料04の⑵のチーム別方針に沿い検討を行っている。

a. 国際メッセージングサービスの推奨パラメータ検討
b. マッピングツール調査
c. パブリッククラウドの相互運用性調査
・cチームは前回会議に資料の提示だけがあり、担当者は欠席で、クラウドについての報告は無かった。その後、同チームの活動は無く、当面、ａ、ｂ両チームのみの報告になる。

・資料の⑶に、ａ､ｂ､ｃ各チームの現状およびゴールを示している。ｃチームのゴール２事項に関しては調査を同チームに要請してあるが、出来ていない。
・ａチーム担当委員より、状況報告があった。：

・国際メッセージングサービスの推奨パラメータに関しては、前年度のガイドラインに沿いドラフトとしてまとめて来ており、完成させる予定である。

・流通BMS等、具体的モデルは決まっているので、国内的にはパラメータの中身まで決めて行っている。国際連携ということになると、どこまで具体化出来るか、ある程度互いのプロバイダー同士で決めないといけない項目等で厳格にしようという点を洗い出して行くことになる。

・クラウド関連だが、海外と行うという場合にクラウドを使うパターンが今後出て来よう。クラウド担当チームと話合いが出来ていない。

・ｂチーム担当委員より、状況報告があった。：

・マッピングツール調査は、国際標準的なメッセージを中心に､グローバルでのメッセージ交換を行うために、メーカーそれぞれ独自の多様なトランスレータをユーザーが使う時に、判断基準になるようなものが出来上がるよう、検討を行っている。
・資料04の⑵のｂチームに関し、列記の5社余のベンダーのうち、DAL社とキヤノンソフトウェア社のものは調査を終了し、残る3社余のものを調査中である。最終的には、今後、グローバルでのメッセージ交換の際に、データの変換処理にどういうものを使うと良いか、一般的な使い方についての判断基準を作れればと、検討等を行っている。

・同報告に関し、国際ネットワーク相互運用性検討リーダーより以下の説明があった。
・特にトランスレータは、多くの場合ベンダーやSIerが間に入って行っているので、ユーザーは何をすれば良いか見えない。それがある程度見えるようになると良いと考えている。

・通信のネットワークのチーム（前年度）は、ASP間連携やVAN会社を通してとかを考えていた。昨今はクラウドが急伸しており、クラウドのチームで、どう繋いで行くと良いかの方にシフトするべきかと思い、ｃチームにその旨を伝えた。

・同説明に関連し、以下の質疑応答および意見交換があった。： 

－資料03-06-2の7ページにAFACTでクラウドコンピューティングWG設置の報告が在り、2014年11月AFACT会議出席のNPO法人観光情報流通機構JTRECの委員から紹介願えることがあるのではないか。
－AFACT会議において、台北のIII (The Institute for Information Industry) がクラウドコンピューティング環境を作って行こうと力を注いでいる。その中で旅行部門のスマートツーリズムを題材とするということで、旅行業界のJTRECと接点がある。具体的にはクラウドコンピューティングのやり方そのものに関し基本的な技術の整理を行っているところであり、AFACT内設置のWGに賛同者を集め国際的な検討を行いたいという段階だと思う。　
－旅行業界のシステムはかなり異なっていて、EDIはデータ処理の迅速化をバッチで図るが、旅行業界のシステムはリアルタイム処理を世界的に高速で行うことを求められると聞いている。クラウドコンピューティングのWG内に、多様なデータを取込み流すという話が入り込む余地が有るのかという点から調べる必要があるのではという気はする。

－資料03-06-2に、AFACTクラウドコンピューティングWGでクラウド同士の相互運用性実現化の検討が報告されているが、当TF相互運用性検討チームのクラウドに関する検討とのリンクの有無はどうか。

－リンクはしていない。双方とも独立に検討を行っている。

－同WGと当TF相互運用性検討チームとは、少し質が異なるのではと考える。

－活動を進める中で、双方の整合を図るか等を検討することは、あるかもしれない。

－向こうの技術を指導して貰えるようなことがあるかもしれない。

４－４．国際SPを用いたSCM見える化についての実証 
・国際サービスプロバイダーを用いたSCM見える化についての実証に関し､資料「グローバルSCM見える化実証に向けたモデル案」（国際連携2014-3-03）により、同作業担当委員が説明を行った。
・第1回当会議および9月のラウンドテーブルで、グローバルSCM見える化に関する検討を行い、第2回会議においてSCMの見える化について実証的な検討を進めることを提案し、討議を行った。
・その検討から、「本日の議題1・2」（資料のスライド2）を提示した。
・実証POCの前段のグローバルSCM見える化モデル案に関する説明後、POCをどう実施するかについて討議願いたい。

・下記の各概要説明があった（資料のスライド3～9）。

グローバルサプライチェーンモデル
グローバルサプライチェーン見える化の目的
需要・供給情報と物流情報へのコスト情報付加 PSIL＋Cモデル
グローバルPSILの流れ
統合する情報コンテンツ例
物流コスト管理
国際サービスプロバイダーのケーパビリティ評価の観点
・国際サービスプロバイダーは、どういう所にどういったSPがサービスを行えるのかを今年度調べ、その中からPOC対象候補を絞り、次年度のPOCに向け。実施計画を立案する。
・行政提供のシングルウィンドウの公開版の国際シングルウィンドウ、B to Bネットワーク、個社EDIネットワーク等から最適なものを目安にする。
・同説明に関し、以下の確認および質疑応答を行った。：　

－前回会議で、グローバルサプライチェーンの定義をお願いし、グローバルサプライチェーンはこういうものを言うのだと、今回簡単に紹介して頂いた。見える化に向け、購入情報、生産情報、在庫情報、コスト情報、物流情報等をサプライチェーンの関係者から収集するため、ネットワークを提供してくれるプロバイダーのケーパビリティに関し、情報の種類、精度、鮮度、それらを荷主の販売データや生産情報と関係付け得るか等の観点から評価を行う、との説明を頂いた。これらを踏まえ、次回2月の当会議でPOC計画案を紹介頂けるということであろうか。
－そうである。
－PSIL（需要・供給・在庫・輸送）はそれぞれイベントで、仕事単位だが、コストCは評価の視点のように聞こえた。Cがそうであると、例えば時間軸はどうなのか、と考える。情報を取る時には、両方を取る必要があろう。物流の進捗が良好かの判断は、コスト面と予定期間内かどうかがポイントであろう。
－最終的な目標は、在庫を減らし無駄を無くす等、改善の達成になろうが、見える化は一歩前であろう。
－PSILの所をイベントとして捉えて行く時に、時間の話も含まれているということであろうか。

－その通りである。
４－５．国際会議報告 
４－５－１．国連CEFACTフォーラム報告　 

・第24回国連CEFACTフォーラムに関し、資料（国際連携 2014-3-05-1・2）により、主にSIPS関係者が関心のある点について (一般財)日本貿易関係手続簡易化協会JASTPRO事務局が報告を行った。

・同フォーラムは年に2回開催、うち1回はジュネーブで行う。今回（10月27～31日）はインド ニューデリーで開催され、16カ国、4国際組織から約200名が参加（アジア6カ国、日本参加者4名）。
・国連CEFACT勧告のうち、シングルウィンドウに関する勧告につき報告する（資料3-05-1の4ページ）。各国のシングルウィンドウについて下記3勧告が2005年から順次公表されている。

　　　
勧告第33号｢シングルウィンドウの設置に関する勧告とガイドライン｣
勧告第34号｢シングルウィンドウのデータ整合化に関する勧告とガイドライン｣
勧告第35号｢国際貿易におけるシングルウィンドウのための法的枠組｣
・2013年秋に一応合意されたWTOの貿易円滑化協定の中にも、シングルウィンドウを作ろうという協定事項がある。今回のフォーラムでは、各国がニーズに即し開発してきたシングルウィンドウを相互接続する際の相互運用性確立のための新勧告第36号「シングルウィンドウの相互運用性確立」（2012年来作業を継続）の草稿作成・検討等の促進が貿易手続PDAにより図られた。
・貿易手続PDA の「Public-Private Partnership (PPP)プロジェクト」（資料3-05-1の5ページ）は、官が行うようなことを、民の資本や運用能力を使い官民連携して効率的に行おうとする動向や、低開発国では、海外を含め民間からの投資を呼込む必要があること等につき国連CEFACTで討議中のプロジェクトであり、貿易円滑化の面で勧告にまとめて行こうとしている。
・同プロジェクトの対象事項等に詳しい人は､国連CEFACT日本委員会（JASTPRO）のメンバーも含め、関心事項であろう。どちらかと言えば、官の方々が検討等に入ってくれると良いかもしれないが、難しい。
・同報告に関し、下記の質疑応答があった。：

－NACCSデータの有効活用等はそれに含まれるだろうか。

－少し違う感じがする。かなり広範なものだと思う。
・サプライチェーンPDAにおけるRemittance Advice拡張提案（資料3-05-1の6ページ）は、SIPS作成の要求を提示し、既存標準の保守ではなく新規のプロジェクト案件となり、2014年11月のAFACTの総会で説明しAFACT参加国から同プロジェクト賛同（計3カ国以上）を要請することになった。
・サプライチェーンPDAにおける「POファイナンス要求プロジェクト」（資料3-05-1の6～7ページ）はEUのCBI（Center for the promotion of imports from developing countries）から提案され、イタリア、スウェーデン、ドイツの支持を得て10月27日に開始。その目的が示され、参加が呼掛けられ、BRSと/RSMの策定と、以下の３メッセージの設計が進められている。
・PO Financing Request

・PO Financing Request Technical Report

・PO Financing Request Business Status Report

・ファイナンスに絡み「貿易ファイナンス／サプライチェーンファイナンス」プロジェクト（資料3-05-1の7～9ページ）を、国連CEFACTで現在検討中であり、貿易円滑化の観点から、サプライチェーンPDA内にWGを設置して進めようとしている。国連ESCAP / ADB主催のAPTFF（Asia Pacific Trade Facilitation Forum）でもテーマになった課題であり、BPO: Bank Payment Obligation等が検討対象になるものと思われる。
・産業分野特化PDAにおける、旅行・観光関係のメッセージ標準関連プロジェクト（資料3-05-1の9～10ページ）に関しては、後のAFACT会議報告で一括して報告する。
・手法および技術PDA（資料3-05-1の11～14ページ）（SIPS事務局報告より引用）では、標準に準拠するレベルを明確化し厳密に仕分ける「コンフォーマンスと相互運用性」プロジェクトにおいて､Conformance Statement のレジストリー作成と、コンフォーマンス関係のガイドの作成作業を行った。
・同PDAの「ライブラリーの見直し」新プロジェクトは、国連CEFACTのビューローの要請に基づき、各種ライブラリー(CCL、UN/EDIFACT Directory、BRS、RSM、XML Schema、Code List等）の在り方と登録・保守手順の見直しを目的として開始、ドメイン代表者（含.プロジェクト･リーダー、地域ラポータ）に以下の項目についての質問状を送付することになった。：　・コア構成要素、　・ビジネス情報項目、
・EDIFACT/XMLメッセージ、　　・ライブラリーの公開
４－５－２．AFACT総会報告  

・第32回AFACT総会に関し、資料（国際連携 2014-3-06-1・2）により、主要点について (一般財)日本貿易関係手続簡易化協会JASTPRO事務局が報告を行った。　
・今回（11月25～28日）はタイ バンコクで開催され、6カ国、2国際組織から37名が参加（日本参加者4名）。
・ビジネスドメイン委員会BDCの韓国の議長が以下に関し、総会に報告を行った（資料06-1の4ページ）。： ∘eCOO（電子原産地証明) WG活動、　∘Sharp（Secured, Authenticated, Accountable interchange Platform)（メールアドレス認証方式）WG活動　　

・Sharp に関連し、信頼できる通信のために韓国NIPA (National IT Industry Agency) が“e-Document Platform System”（オープンソースソフトウェアに基づく）を開発していることを同システム開発担当者が説明した。NIPAが2014年12月完成を目指してプラットフォームを用意し、MoU締結を前提に無償でAFACTメンバーに利用を許可する予定で、2015年3月～4月には詳細をアナウンスするということである。　
・今回席上配布した、参考資料“e-Document Platform System”（国際連携2014-3-08）の8ページ下段「計画－ビジネスモデル(B2B)」は、保証された電子ビジネスを行えることを示している。これにオープンソースソフトウェアを利用していると、同資料2ページ下段に示している。
・韓国が“Trusted Mobile e-Document Framework for Logistics”を検討中として、第24回国連CEFACTフォーラムのサプライチェーンPDAにおいて発表を行った、との紹介があった（同発表資料は知的財産所有権の関係で非公開の由）。グローバルロジスティクス情報フローのデジタル化を検討し、Consignor, Forwarder, Warehouse, Mediator(仲介業者),Delivery store, Consigneeの実務の各ポイントでのモバイル活用によるデータ取得につき、Trusted Mobile e-Document Framework for Logisticsによって、ロジスティクスの可視化、輸送ロスの削減、ロジスティクス情報の正確性強化、デリバリー費用の削減等を図るという。
・旅行・観光関係TT&LのWG（資料06-1の6・7ページ）からは、小規模宿泊施設(Small scaled Lodging House : SLH)プロジェクト実証実験の第一ステップが終了しレビューを行ったこと、日本、韓国、台湾、タイ、イラン、インド（10月下旬の第24回国連CEFACTフォーラムでの産業分野特化PDAにおける旅行・観光TT&L関係プロジェクトへの､フォーラム開催地インドの参加者が参画）の6カ国により第二ステップを、2015年9月を目標に進めることになるとの報告があった。
・同説明に加え、国連CEFACT およびAFACT会議に出席したJTRECの委員が補足説明を行った。
・TT&Lの国際実証実験を行っており、国連CEFACTが決めた標準を使うことが目標で、標準で取引を行えることを証明したい。TT&LのWGが今後やって行く際には、新しい技術環境で使える必要があるので、次の４つのキーワードを定めている。：
⑴クラウド、⑵モバイル、⑶オープンソースソフトウェア、⑷リンクトオープンデータ。
・現在、日本は外国人に日本型宿泊施設の旅館の利用を促進したいと考えているが、世界各国にも地域性ある宿泊商品があり相互流通を意図している。更に地域を知るための地域観光情報も必要になる。それに関しても、国連CEFACT標準のプロジェクト（DTI）が進められている。
・ESCAPから、以下の活動の概略説明が行われた（資料06-1の８ページの5.6）。　
(1) ESCAP Resolution 68/3の決議に基づくRegional Arrangement for the Facilitation of Cross-border Paperless Trade
(2) Trade and Transport Facilitation Monitoring Mechanism (TTFMM)

(3) 2014-2015年 ESCAP 活動計画
・PAAに関し、PAAメンバーより、経緯、推進中のプロジェクト、2015年スタート予定の新規プロジェクト「Pan Asia Exchange」等について説明があった（香港のPAAメンバーがAFACTに登録されているが、通常、AFACT会議には参加は無い。今回はバンコクのPAAメンバーが参加）。
・以上の説明等に関し、次の質疑応答および意見交換があった。：
－席上配布資料“e-Identity for Cross-Borders – NIPA, Korea”（国際連携2014-3-09）は、どういうものか。
－e-Identityは、2013年頃に韓国が国連CEFACTに提示したもので、人の電子的な証明に関しルールを定めて行こうというもののようである。今回のAFACT会議で、AFACTビジネスドメイン委員会の韓国の議長が同資料による説明を改めて行い、国連CEFACTにe-Identityがプロジェクトとして認められていないのは不本意、と述べていた。
－e-Identityと、Sharpとは、どう関連するか等について、補足を金流商流情報連携TFリーダーに頂ければと思う。
－Sharpは、韓国で提唱される新たなメールシステムだが、皆関心を示さないようである。認証された文書番号という点を強調しており、その部分がe-Identityと関係する。 Identityの話は、PKIや認証の関係になるので、技術と言うより政治的な話になる。韓国の人達は技術としての説明をしているが、プロジェクトという観点では賛同しかねる、ということであろう。
－パブリックキーと、何が異なるっているのだろうか。
－基本的には同じである。考え方は同じで、パブリックキーを使えば良いではないか、という議論も出ている。細かい点は相異しているらしいが、機能性から見ると違いは何も分らない。
－この件に絡むが、ロシアが提案しプロジェクト承認されている「信頼出来るプラットフォーム」はSecurity of Authenticationの考え方を国連CEFACTでまとめるもので、カバー範囲が広い。韓国側は、e-Identityがそうした方向の一部を成すものであって、傘を広げてもまとまるものではないと見ているようである。
－それは新たなルールを作るのではなく（初めはそのようだったが）、既存のものを使いフレームワークを作ろうと進めているが、これについても冷ややかなようである。法律自体はUNCITRALで法的に各国をハーモナイズしようとモデル法を定めている。それに合せ、日本もアジア各国も、同じような法律を整備しつつある。こうした状況を気に留めずに議論すると、何を目指すのか、理解出来かねると言えよう。ロシア側は、ロシア連邦の国々でPKIを法律化したいという裏の目的があるかもしれない。国を跨ぐ話であるので、ロシア一国ではなく国連に持込んだと思われる。

－同様にEUでも、この辺りの話はまとまり難いようである。議論の必要はあろうと、プロジェクト自体には反対しないでいる。
－最終的には、勧告が出るようなことになるのだろうか。

－その点が見えて来ない。

－プロジェクトの場合は、勧告を作成するか、標準を開発するか、研究したとするか．いずれかを成果として示せるのであろう。

－仕事上、結構実取引があるため、もし、韓国内でこういうものがメジャーな所に在るのであれば、きちんと見ておく必要があると思う。
－韓国内でどうかは良く分らないが、国連CEFACTの中で持上げられている話なので、日本であると大学や研究機関等が事実検証プロジェクトを立上げているといったものであろう。どの程度普及しているかは分らない。
－実際に取引先に聞いたが、知らないということではあった。
－まだ実験レベルのものでしかない、ということではなかろうか。
４－６．今後のスケジュール  
・今後の当TFのスケジュールに関し、事務局が説明を行った。：今年度スケジュールの通り、国際物流の課題検討について今回会議で進捗報告が行われ１月末頃までに計画案を固める。ネットワーク相互運用性に関しては、推奨パラメータおよびクラウドコンピューティングサービスとトランスレータのマッピングに関する話が進んでおり、進捗報告がなされる。海外視察調査報告も今回会議で行われ、12月中にまとめられる。

・次回は、クラウドコンピューティングサービスの相互運用性に関する次のステップ、グローバルサプライチェーンマネージメントの見える化の実証計画、今年度当TFの報告書の構成および次年度の事業計画案の審議等を行うことになる。
・通信方式セキュリティパラメータ等の検討について、ネットワークとトランスレータの各チームは検討を進め、成果報告は可能になるが、クラウドのチームは連絡がつかず、その検討成果は今年度内にまとめ得ない。
・以上および他のTF会議等を勘案し、下記の次回会議日程を合意した。

・第４回TF会議　　
2月18日（水）　14:00～17:00　
　
配布資料 一覧：　
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国際連携2014-3-04　　相互運用検討チーム活動状況

国際連携2014-3-05-1　国連CEFACTフォーラム報告
国際連携2014-3-05-2　国連CEFACTフォーラム手法技術PDA報告

国際連携2014-3-06-1　AFACT総会報告
国際連携2014-3-06-2　AFACT技術手法委員会報告
国際連携2014-3-07　　ベトナム調査報告ドラフト

国際連携2014-3-08
 　E-Document Platform System based on Open Source 
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国際連携2014-3-09 　 e-Identity for Cross-Borders – NIPA, Korea
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